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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　コヒーレント光源から出射されるコヒーレント光の光束の光路中に配置された対物レン
ズを含む光学系により生じる波面収差を補正する位相変調デバイスであって、
　複数の電極が形成され、該複数の電極のそれぞれに印加された電圧に応じて前記対物レ
ンズを透過する前記光束の位相を変調する位相変調素子と、
　前記複数の電極に印加する電圧を制御する制御回路とを有し、
　前記波面収差の位相分布をZernike多項式で分解したときの、３次球面収差と５次球面
収差との比と前記対物レンズの開口数の関係式に従って定められる前記位相分布の逆極性
を有する位相変調プロファイルに従った位相変調量を前記光束に与えるように、前記制御
回路が、前記複数の電極に印加する電圧を制御し、
　前記対物レンズは水浸用対物レンズであり、前記関係式が次式で表され、
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【数１】

ここで、Ａは３次元球面収差の成分を表し、Ｂは５次元球面収差の成分を表し、ＮＡは前
記対物レンズの開口数を表す、
位相変調デバイス。
【請求項２】
　コヒーレント光源から出射されるコヒーレント光の光束の光路中に配置された対物レン
ズを含む光学系により生じる波面収差を補正する位相変調デバイスであって、
　複数の電極が形成され、該複数の電極のそれぞれに印加された電圧に応じて前記対物レ
ンズを透過する前記光束の位相を変調する位相変調素子と、
　前記複数の電極に印加する電圧を制御する制御回路とを有し、
　前記波面収差の位相分布をZernike多項式で分解したときの、３次球面収差と５次球面
収差との比と前記対物レンズの開口数の関係式に従って定められる前記位相分布の逆極性
を有する位相変調プロファイルに従った位相変調量を前記光束に与えるように、前記制御
回路が、前記複数の電極に印加する電圧を制御し、
　前記対物レンズは水浸用対物レンズであり、前記関係式が次式で表され、

【数２】

ここで、Ａは３次元球面収差の成分を表し、Ｂは５次元球面収差の成分を表し、ＮＡは前
記対物レンズの開口数を表す、
位相変調デバイス。
【請求項３】
　コヒーレント光源から出射されるコヒーレント光の光束の光路中に配置された対物レン
ズを含む光学系により生じる波面収差を補正する位相変調デバイスであって、
　複数の電極が形成され、該複数の電極のそれぞれに印加された電圧に応じて前記対物レ
ンズを透過する前記光束の位相を変調する位相変調素子と、
　前記複数の電極に印加する電圧を制御する制御回路とを有し、
　前記波面収差の位相分布をZernike多項式で分解したときの、３次球面収差と５次球面
収差との比と前記対物レンズの開口数の関係式に従って定められる前記位相分布の逆極性
を有する位相変調プロファイルに従った位相変調量を前記光束に与えるように、前記制御
回路が、前記複数の電極に印加する電圧を制御し、
　前記対物レンズはドライ用対物レンズであり、前記関係式が次式で表され、
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【数３】

ここで、Ａは３次元球面収差の成分を表し、Ｂは５次元球面収差の成分を表し、ＮＡは前
記対物レンズの開口数を表す、
位相変調デバイス。
【請求項４】
　前記光学系の光軸上の位相変調量と、前記位相変調素子の光束を位相変調できる領域で
あるアクティブ領域の端部の位相変調量が等しくなるように、前記位相変調プロファイル
が決定される、請求項１～３の何れか一項に記載の位相変調デバイス。
【請求項５】
　前記位相変調プロファイルの２乗平均平方根値が最小となるように、前記位相変調プロ
ファイルが決定される、請求項１～３の何れか一項に記載の位相変調デバイス。
【請求項６】
　前記位相変調素子は、液晶素子である請求項１～５の何れか一項に記載の位相変調デバ
イス。
【請求項７】
　前記制御回路は、前記コヒーレント光の波長に応じて前記位相変調プロファイルを調節
する請求項６に記載の位相変調デバイス。
【請求項８】
　前記複数の電極は、前記光学系の光軸を中心とする同心円状の複数の輪帯電極を持つ請
求項１～６の何れか一項に記載の位相変調デバイス。
【請求項９】
　前記複数の輪帯電極は、それぞれ抵抗子によって接続され、前記制御回路は、前記位相
変調プロファイルにおける位相変調量が最大となる位置及び最小となる位置に対応する前
記輪帯電極に、それぞれ、前記位相変調量の最大値及び最小値が発生するように電圧を印
加し、他の位置に対応する各輪帯電極の電圧は、前記位相変調量が最大となる輪帯電極に
印加される電圧と、前記位相変調量が最小となる輪帯電極に印加される電圧との差が各輪
帯電極間に接続された前記抵抗子が持つ抵抗値によって分割されることにより決定される
請求項８に記載の位相変調デバイス。
【請求項１０】
　前記位相変調量が最大となる位置及び最小となる位置に対応する前記輪帯電極とともに
、前記制御回路は、最外周の輪帯電極にも電圧を印加する請求項９に記載の位相変調デバ
イス。
【請求項１１】
　コヒーレント光を照射するコヒーレント光源と、
　前記コヒーレント光の光束の光路中に配置され、前記光束を試料に集光する対物レンズ
を含む第１の光学系と、
　前記試料から発生した前記試料の情報を含んだ光束を検出器に伝送する第２の光学系と
、
を有し、
　請求項１～１０の何れか一項に記載の位相変調デバイスとを有し、
　前記コヒーレント光源と前記対物レンズの間に、前記位相変調デバイスの位相変調素子
が配置されることを特徴とするレーザ顕微鏡。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、対物レンズを備えコヒーレント光源を用いた装置において、試料を照射する
光束を位相変調し、試料または種々の条件に応じて発生する収差を補償し、より高分解能
な情報を取得する技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　共焦点レーザ顕微鏡は、レーザ光を対物レンズにより試料上に集光し、試料より発生す
る反射光、散乱光または蛍光を光学系で伝送し、試料上の集光点と光学的に共役な位置に
配置したピンホールを透過した光束を検出器で受光している。ピンホールを配置すること
により、試料上の集光点以外から発生する光をフィルタリングできるので、共焦点レーザ
顕微鏡は、SN比の良好な画像を取得することができる。
【０００３】
　また、共焦点レーザ顕微鏡は、レーザ光を光軸と垂直な面に沿った、互いに直交する二
方向（X方向、Y方向）に沿って試料をスキャンすることにより、試料の平面画像を取得す
る。一方、共焦点レーザ顕微鏡は、対物レンズと試料の光軸方向（Z方向）の間隔を変え
ることで、Z方向の複数の断層像が得られ（Ｚスタック）、これにより試料の３D画像を構
築している。
【０００４】
　生体試料を観察する場合、培養液に浸した状態でカバーガラス越しに観察することが多
い。また一般に、対物レンズは、カバーガラス直下で結像性能が最も良くなるように設計
されている。生体試料内部を観察する場合、培養液または生体組織を透過した奥行きを持
つ観察位置の画像を取得する必要があり、カバーガラス直下から観察位置までの距離に比
例して収差が発生し、その結果として解像度が低下する。
【０００５】
　さらに、カバーガラスの厚さも設計値（例えば０．１７ｍｍ）から公差の範囲でばらつ
きを持っており、カバーガラス屈折率１．５２５と生体試料屈折率１．３８～１．３９の
差により、設計厚さからのカバーガラスの実際の厚さの差に比例して収差が発生する。ま
た、対物レンズが水浸レンズの場合、同様に生体試料屈折率と水の屈折率（１．３３３）
の違いにより、観察位置までの生体深さに比例して収差が発生する。そのため、生体深部
を観察するときに解像度が低下する。
【０００６】
　この欠点を解決する手段の一つに補正環がある。補正環は、対物レンズに設けられたリ
ング状の回転部材で、補正環を回すことにより、対物レンズを構成するレンズ群の間隔が
変更される。これにより、カバーガラスの厚さの誤差または生体深部を観察する場合に発
生する収差がキャンセルされる。補正環には、目盛りが振ってあり、例えば、カバーガラ
ス厚さについて、０，０．１７，０．２３の様に大まかに数値が示されている。そして、
実際に使用するカバーガラスの厚さに合わせて補正環の目盛りを合わせることで、その厚
さにおいて最適化されるようにレンズ群の間隔が調整される（例えば、特許文献１を参照
）。
【０００７】
　また、波面変換素子により、発生する収差を補償することも知られている。この技術は
、顕微鏡の光路中にマトリックス駆動可能な形状可変ミラー素子を配置し、その形状可変
ミラー素子により、事前に測定した波面変換データに基づいて波面形状を変調し、変調し
た光波を試料に入射することで、収差の補正された結像性能の高い画像を取得する（例え
ば、特許文献２を参照）。
【０００８】
　波面変換素子としては、電気的に反射面形状が制御可能な形状可変ミラー素子が用いら
れ、平面波が形状可変ミラー素子に入射した場合、形状可変ミラー素子が凹形状であれば
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特許第３２９９８０８号（第４－６頁、図１）
【特許文献２】特許第４１４９３０９号（第３－５頁、図１）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかし、補正環の操作は、対物レンズについているリング状の調整機構を手で回転する
ことで行われる。そのため、その調整機構を調整することによるフォーカスのズレまたは
視野のズレが生じる。また、対物レンズの最適位置を決定するためには、補正環の調整と
フォーカシングを繰り返す必要があり、最適化のためのプロセスが煩雑であるという問題
がある。プロセスが煩雑であるため、最適位置への調整に手間取り、蛍光色素が褪色して
しまうという問題もある。蛍光色素の褪色は、励起光を当て続けることにより、発生する
蛍光強度が弱くなってしまうという問題である。
【００１１】
　また、補正環の調整はデリケートであり、その調整結果の判断は画像を目視した人が判
断しているのが現状で、最適位置かどうかの判断が非常に難しい。特に、Zスタックの撮
影においては、この作業を奥行き方向の取得画像数分繰り返す必要があり、非常に煩雑で
ある。そのため、補正環を十分に生かしているユーザーは少ないという現状がある。さら
に、試料によっては、手を触れることによる振動が観察位置に影響を与えてしまうため、
手を触れずに自動で補正環を調整することが望まれている。
【００１２】
　また、波面変換素子による収差の補償技術においては、波面変換素子が反射型であるこ
とから、顕微鏡光学系が複雑化、及び大型化する。さらに、最適な補償波面を得るために
、事前に収差を測定することが必要であり、最適な波面を形成するように補正量を収束さ
せるプロセスが必須なため、この技術は、なかなか実用に到っていない。
【００１３】
　そこで、本発明は上記課題を解決し、既存の光学系に大掛かりな変更を加えずに、対物
レンズに手を触れることなく、試料または観察条件により発生する収差を補正する位相変
調デバイスを提供することを目的とする。また本発明の他の目的として、結像性能の高い
画像を取得できる、位相変調デバイスを用いたレーザ顕微鏡を提供する。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　上述した課題を解決し、目的を達成するため、コヒーレント光源から出射されるコヒー
レント光の光束の光路中に配置された対物レンズを含む光学系により生じる波面収差を補
正する位相変調デバイスは下記記載の構成を採用するものである。
【００１５】
　位相変調デバイスは、複数の電極が形成され、それら電極に印加される電圧に応じて対
物レンズを透過する光束の位相を変調する位相変調素子と、複数の電極に印加する電圧を
制御する制御回路とを有する。そして制御回路は、光学系により生じた波面収差の位相分
布をZernike多項式で分解したときの、３次球面収差と５次球面収差との比と対物レンズ
の開口数の関係式に従って定められる、波面収差の位相分布の逆極性を有する位相変調プ
ロファイルに従った位相変調量を光束に与えるように、複数の電極に印加する電圧を制御
する。
【００１６】
　この位相変調デバイスにおいて、３次球面収差と５次球面収差との比と対物レンズの開
口数の関係式は次式で表されることが好ましい。
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【数１】

【００１７】
　あるいは、この位相変調デバイスにおいて、３次球面収差と５次球面収差との比と対物
レンズの開口数の関係式は次式で表されることが好ましい。

【数２】

【００１８】
　あるいはまた、この位相変調デバイスにおいて、３次球面収差と５次球面収差との比と
対物レンズの開口数の関係式は次式で表されることが好ましい。
【数３】

　なお、上記の関係式において、Ａは３次球面収差成分を表し、Ｂは５次球面収差成分を
表す。そしてＮＡは、対物レンズの開口数を表す。
【００１９】
　また、この位相変調デバイスにおいて、光軸上の位相変調量と、位相変調素子の光束を
位相変調できる領域であるアクティブ領域の端部の位相変調量が等しくなるように、位相
変調プロファイルが決定されることが好ましい。
【００２０】
　あるいは、この位相変調デバイスにおいて、位相変調プロファイルの２乗平均平方根値
が最小となるように、位相変調プロファイルが決定されることが好ましい。
【００２１】
　また、この位相変調デバイスにおいて、位相変調素子は、液晶素子であることが好まし
い。
【００２２】
　さらに、この位相変調デバイスにおいて、制御回路は、コヒーレント光の波長に応じて
位相変調プロファイルを調節することが好ましい。
【００２３】
　さらに、この位相変調デバイスにおいて、複数の電極は、光軸を中心とする同心円状の
複数の輪帯電極を持つことが好ましい。
【００２４】
　さらに、この位相変調デバイスにおいて、複数の輪帯電極は、それぞれ抵抗子によって
接続され、制御回路は、位相変調プロファイルにおける位相変調量が最大となる位置及び
最小となる位置に対応する輪帯電極に、それぞれ、位相変調量の最大値及び最小値が発生
するように電圧を印加し、他の位置に対応する各輪帯電極の電圧は、位相変調量が最大と
なる輪帯電極に印加される電圧と、位相変調量が最小となる輪帯電極に印加される電圧と
の差が各輪帯電極間に接続された抵抗子が持つ抵抗値によって分割されることにより決定
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されることが好ましい。
【００２５】
　さらに、この位相変調デバイスにおいて、位相変調量が最大となる位置及び最小となる
位置に対応する輪帯電極とともに、制御回路は、最外周の輪帯電極にも電圧を印加するこ
とが好ましい。
【００２６】
　また、本発明の他の側面によれば、レーザ顕微鏡が提供される。このレーザ顕微鏡は、
コヒーレント光を照射するコヒーレント光源と、コヒーレント光の光束の光路中に配置さ
れ、光束を試料に集光する対物レンズを含む第１の光学系と、試料から発生したその試料
の情報を含んだ光束を検出器に伝送する第２の光学系と、上記の何れかの位相変調デバイ
スとを有し、コヒーレント光源と対物レンズの間に、その位相変調デバイスの位相変調素
子が配置される。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明によれば、位相変調デバイス及びその位相変調デバイスを用いたレーザ顕微鏡は
、生体試料の深部を観察するとき、またはカバーガラス越しに試料を観察するときにカバ
ーガラス厚さの設計値からのずれにより発生する収差を補償し、試料をより高分解能で観
察できるようにする。特に、位相変調デバイスは、対物レンズに手を触れることなく、電
気的に収差を補償できるため、補正環の調整のような煩わしさが無くて済む。そのため、
この位相変調デバイス及びレーザ顕微鏡は、対物レンズの位置の最適化を自動で行う、Ｚ
スタック時の観察深さに同期した調整ができる等のメリットがある。また、この位相変調
デバイス及びレーザ顕微鏡は、調整に必要な位相補正量を最小にすることができる。さら
に、ＮＡの異なる対物レンズを１つの位相変調デバイスで収差補正することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】図１は、本発明の一つの実施形態に係るレーザ顕微鏡の概略構成図である。
【図２Ａ】図２Ａは、試料表面を観察する場合と深さＤの試料内部を観察する場合に発生
する収差を説明するための図である。
【図２Ｂ】図２Ｂは、試料表面を観察する場合と深さＤの試料内部を観察する場合に発生
する収差を説明するための図である。
【図３Ａ】図３Ａは、３次球面収差の位相分布を示す図である。
【図３Ｂ】図３Ｂは、５次球面収差の位相分布を示す図である。
【図４】図４は、ＲＭＳ値が最小となる複合収差の位相分布断面プロファイルを示す図で
ある。
【図５】図５は、位相変調量ＰＶ値が最小となる複合収差の位相分布断面プロファイルを
示す図である。
【図６】図６は、本発明の一つの実施形態に係るレーザ顕微鏡で用いられる位相変調デバ
イスを説明する概略図である。
【図７】図７は、位相変調デバイスとして機能する、ホモジニアス配向の液晶デバイスの
断面模式図である。
【図８】図８は、本発明の一つの実施形態に係る位相変調デバイスの輪帯電極構造を決定
する方法を説明する図である。
【図９Ａ】図９Ａは、本発明の一つの実施形態に係る位相変調デバイスにおいて、輪帯電
極間の接続方法と輪帯電極への電圧印加方法について説明する概略図である。
【図９Ｂ】図９Ｂは、本発明の一つの実施形態に係る位相変調デバイスにおいて、輪帯電
極間の接続方法と輪帯電極への電圧印加方法について説明する概略図である。
【図１０Ａ】図１０Ａは、対物レンズの開口数ＮＡが１．１５～１．２７の範囲に含まれ
、かつ、対物レンズが水浸用である場合における、開口数ＮＡと比(Z25/Z13)の関係を表
す図である。
【図１０Ｂ】図１０Ｂは、対物レンズの開口数ＮＡが１．０５～１．２７の範囲に含まれ
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、かつ、対物レンズが水浸用である場合における、開口数ＮＡと比(Z25/Z13)の関係を表
す図である。
【図１０Ｃ】図１０Ｃは、対物レンズの開口数ＮＡが０．７５～０．９５の範囲に含まれ
、かつ、対物レンズがドライ用である場合における、開口数ＮＡと比(Z25/Z13)の関係を
表す図である。
【図１１Ａ】図１１Ａは、開口数ＮＡが１．０の対物レンズにより発生する球面収差の位
相分布断面プロファイルを示す図である。
【図１１Ｂ】図１１Ｂは、開口数ＮＡが１．２の対物レンズにより発生する球面収差の位
相分布断面プロファイルを示す図である。
【図１１Ｃ】図１１Ｃは、開口数ＮＡが０．８の対物レンズにより発生する球面収差の位
相分布断面プロファイルを示す図である。
【図１２】図１２は、液晶デバイスのレーザ光の波長による波長分散について示した図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　以下に添付図面を参照して、この発明にかかる位相変調デバイス、また、位相変調デバ
イスを用いたレーザ顕微鏡の好適な実施の形態を詳細に説明する。
【００３０】
　図１は、本発明の一つの実施形態に係るレーザ顕微鏡の概略構成図を示している。コヒ
ーレント光源であるレーザ光源１から出射した光束は、コリメート光学系２により平行光
に調整され、その平行光は位相変調デバイス３を透過した後、対物レンズ４によって試料
５上に集光される。試料５により反射または散乱した光束もしくは試料により発生した蛍
光等、試料の情報を含んだ光束は、光路を逆にたどり、ビームスプリッター６で反射され
、第２の光学系であるコンフォーカル光学系７で再び共焦点ピンホール８上に集光される
。そして、共焦点ピンホール８が、試料の焦点位置以外からの光束をカットするので、検
出器９でSN比の良好な信号が得られる。
【００３１】
　ここで、対物レンズ４は、レンズ系内部だけでなく、レンズ先端から観察面までの光路
の屈折率と間隔、例えばカバーガラスの厚さまたはカバーガラスの有無を想定し、それら
の想定値で結像性能が最適化されるように、対物レンズは設計されている。そのため、観
察対象となる生体試料の深さ、またはカバーガラスの製造誤差による厚さのずれ等により
収差が発生し、その収差が結像性能の低下をもたらしている。そこで、光路長の設計値か
らのずれに応じて、対物レンズ４を含む、レーザ光源１から光束の集光位置までの光学系
により発生する波面収差を見積もり、その波面収差をキャンセルするような位相分布を位
相変調プロファイルとして位相変調デバイス３に表示することで、このレーザ顕微鏡は、
結像性能を向上させる。
【００３２】
　一般的に、スペースの関係から位相変調デバイスを対物レンズの入射瞳位置に配置する
ことができないため、リレーレンズを用いて入射瞳と共役な位置に位相変調デバイス３は
配置される。また、レーザ光源１から出射した光束は、位相変調デバイス３を往路と復路
との２回通過するので、位相変調デバイス３は、往路、復路ともに光束の位相を補正する
。一方で、顕微鏡の対物レンズは、一般的に、無限系で設計されており、対物レンズに入
射する光束は平行光となっている。したがって、位相変調デバイス３は、対物レンズ４の
光源側、なるべく対物レンズ４の近傍に配置されることが好ましく、このように位相変調
デバイス３を配置することで、レーザ顕微鏡は補正の効果をより効果的に得ることができ
る。
【００３３】
　発生する収差について、より詳細に説明する。図２Ａ及び図２Ｂは、観察する試料の深
さにより発生する収差を模式的に示した図である。説明を簡略化するため、対物レンズは
、一様な屈折率の媒質を観察する場合に最適になるように設計されるとしている。図２Ａ
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は、設計で用いた一様な屈折率の媒質を観察する場合の光束２００を示している。光束２
００が収差無く１点に集光していることが示されている。これに対し図２Ｂは、試料深さ
Ｄの面を観察している場合の光束２１０を示している。対物レンズに接している媒質と試
料との境界面２１１において、光束２１０は屈折し、発生する収差により光束２１０は１
点に集光していない。
【００３４】
　このように試料表面でなく試料内部を観察するときに収差が発生する。レーザ顕微鏡は
、発生する収差を対物レンズ４の入射瞳位置における波面収差として表し、その波面収差
をキャンセルするような位相分布を、対物レンズ入射瞳位置に配置した位相変調デバイス
３の電極に電圧を印加することで発生させる。これにより、レーザ顕微鏡は、レーザ光源
１からの光束を試料表面または試料内部に設定される観察位置において１点に集光させる
ことができる。同様に、試料より発生した光束も光路を逆にたどるので、レーザ顕微鏡は
、その光束を平面波に変換することができる。
【００３５】
　波面収差は、収差を各成分に分解し、各成分の和として表現できる。このとき、波面収
差をZernike多項式のような直交関数に分解し、各関数の和として波面収差を表現するこ
とが一般的に行われている。したがって、波面収差の補正量も、Zernike多項式の各関数
の位相分布として表現し、各関数の相対的な位相変調量を変化させることで求める方法が
考えられる。例えば、収差を標準Zernike多項式で分解したとき、１３番目の係数（Ｚ１

３）は、３次球面収差を表し、２５番目の係数（Ｚ２５）は、５次球面収差を表しており
それぞれの係数に対応する補正量の位相分布を適切に調節することにより、位相変調デバ
イス３は、３次と５次の球面収差を補正することができる。
【００３６】
　試料深部を見る場合などに発生する収差は、デフォーカスまたは低次、高次の球面収差
が複合的に発生した収差であり、位相変調デバイス３が、例えば、Ｚ１３のみを補正して
も、結像性能の向上は十分でない。また、Zernike多項式には、多数の項があり、緻密な
補正を行うためには、それぞれの項に対応した位相変調プロファイルを作成し、位相変調
デバイス３にその位相変調プロファイルを表示させる必要が生じる。その場合には、複数
の位相変調プロファイルの表示を実施できるように、複数の収差補正素子が重ねられた素
子を光束内に配置して、その収差補正素子の少なくとも何れかを用いることが好ましい。
【００３７】
　しかし、実際のところは、デフォーカスは、試料深さＺにより非常に敏感に変わるため
、試料の観察位置で決まり、また、Zernike多項式におけるＺ１３、Ｚ２５以外の収差は
、非常に小さく無視することができる。従って、３次球面収差に対応するＺ１３と５次球
面収差に対応するＺ２５の項を補正することで、結像性能の向上が図れる。さらに、デフ
ォーカスと３次球面収差、５次球面収差、場合によっては７次球面収差までを考慮すれば
、充分満足できる収差補正が可能である。よって、複数の収差補正素子を重ねることで発
生するデメリット、例えば各収差補正素子の境界での反射による透過率の低下等を考慮す
ると、Zernike多項式の全ての項目に対応できるように、収差補正素子を複数重ねて行う
補正は必ずしも必要ではない。
【００３８】
　３次球面収差と５次球面収差を補正するには、それぞれに対応する２パターンの位相分
布より位相変調プロファイルを作成する必要がある。図３Ａは、３次球面収差の位相分布
を表した曲線３００を表し、図３Ｂは、５次球面収差の位相分布を表した曲線３０１を表
す。ここで考えている収差は、点対称性の位相分布を持っており、それぞれの曲線は、位
相分布の断面図を示している。また、縦軸は位相差の正の最大値を「１」として位相差を
正規化した値を表し、横軸は有効径の最大値を「１」として有効径を正規化した値を表す
。すなわち、横軸における「０」の位置は、光軸上であることを表す。
【００３９】
　実際に発生する収差位相分布は、これらの線形和と考えられる。そこで、球面収差成分
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を３次球面収差の成分と５次球面収差の成分の和とし、この位相分布に適当なデフォーカ
スによる位相分布成分を足した位相分布を求める。そして、その位相分布をキャンセルす
るように、得られた位相分布を逆極性化したプロファイルを位相変調プロファイルとする
。例えば、開口数ＮＡが１．０の対物レンズの場合、発生する３次球面収差と５次球面収
差の比は、おおよそ４対１になり、これら球面収差の線形和にデフォーカスによる位相成
分を加えた位相分布の逆極性となるプロファイルを位相変調プロファイルとすることがで
きる。
【００４０】
　前述したように、補正環により収差を補正する場合は、補正環の調整とフォーカシング
を繰り返す必要があり、最適化のプロセスが長く複雑になっていた。しかし、フォーカシ
ングにより残留する位相分布（デフォーカス成分）を位相変調プロファイルとして位相変
調デバイス３で補正することを考えれば、最適化のための繰り返しプロセスを無くすこと
ができ、効率良く収差補正を行うことができる。
【００４１】
　また、位相変調デバイス３による補正対象となる収差成分は、デフォーカスと球面収差
に限定されない。発生した様々な、例えば、さらに高次の収差、またはコマ収差等の球面
対称ではない収差等も、補正対象とすることが可能である。その際、各収差は、それぞれ
打ち消しあう量もあるので、ｎ種の収差の和からなる複合収差におけるトータルの位相変
調量は、各収差補正量のｎ倍にはならず、その複合収差を補正対象とすることには、光束
にその複合収差のトータルの位相変調量よりも十分に小さい変調量を位相変調デバイス３
が与えれば済むという利点もある。
【００４２】
　次に、位相変調デバイス３が実際に収差補正を行うために用いる位相変調プロファイル
について、例を挙げてより詳細に説明する。フォーカシングにより残留する位相分布は、
その波面の２乗平均平方根（ＲＭＳ）値が最小になる形状と一致すると考えることができ
る。よって、例えば、ＲＭＳ収差が最小となるように、デフォーカス項を加えた複合収差
の位相分布を求め、その位相分布から位相変調プロファイルを設定する方法がある。
　図４に示される曲線４００は、開口数ＮＡが１．０の対物レンズで発生する球面収差と
、そのＲＭＳ収差が最小となるようにデフォーカス成分を加えた場合における複合収差の
位相分布を表す。
【００４３】
　また、デフォーカス成分の加え方として、位相分布の位相変調量（以下、ＰＶ値とする
）が最小となるようにし、最小となる位相変調量に対応する位相分布を位相変調プロファ
イルとすることもできる。図５に示される曲線５００は、ＰＶ値が最小となるようにデフ
ォーカス成分を加えた複合収差の位相分布を表す。ＰＶ値が最小となるようにした場合は
、位相変調レンジ（位相変調量の幅）が小さくてすむ。そのため、位相変調デバイスが有
する位相変調素子として液晶素子が用いられる場合には、液晶素子の液晶層が薄くてすむ
。また、一般的に、液晶素子の応答時間は、液晶層の厚さの２乗に比例するので、位相変
調レンジが小さければ応答速度が向上するというメリットがある。また、液晶層の厚さが
薄いほど、面精度が向上するというメリットもある。
【００４４】
　さらに、フォーカシングにより残留する位相分布は、用いる顕微鏡または画像処理ソフ
トの仕様により異なることが考えられ、それぞれの固有の残存収差パターンと位相変調デ
バイスの位相変調プロファイルを合わせ込んで行くことで最適な収差補正が可能となる。
【００４５】
　次に位相変調素子として、液晶素子を採用し、波面収差をキャンセルするような位相分
布を位相変調プロファイルとして液晶素子の電極に電圧を印加する位相変調デバイス３に
ついて、図６～図９Ａ、及び図９Ｂを用いてより詳細に説明する。
【００４６】
　図６は、位相変調デバイス３が有する位相変調素子１１の平面図である。位相変調素子
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１１の液晶層は、透明基板２１、２２で挟まれており、シール部材２３で、液晶が漏れな
いように周辺部が封止されている。透明基板２１、２２の互いに対向する側の面における
、液晶を駆動するアクティブ領域２４、すなわち、透過する光束の位相を変調できる領域
には、光軸を中心とする同心円状の透明な輪帯電極が複数形成されている。なお、透明基
板２１、２２の一方については、アクティブ領域２４全体を覆うように透明電極が形成さ
れていてもよい。アクティブ領域２４は、対物レンズ瞳径に合わせて決定されたサイズを
有する。そして位相変調デバイス３が有する制御回路１２が、透明な輪帯状の輪帯電極に
印加する電圧を制御することで、位相変調素子１１を透過する光束に所望の位相分布を与
えることができる。なお、制御回路１２は、例えば、プロセッサと、プロセッサからの駆
動信号に応じて出力する電圧を変更可能な駆動回路とを有する。
【００４７】
　図７は、図６の位相変調素子１１のアクティブ領域２４の一部における断面模式図を示
している。位相変調素子１１では、透明基板２１，２２間に液晶分子３４が挟まれている
。透明基板２１、２２の互いに対向する側の表面には透明電極３３，３３ａ，３３ｂが形
成されている。図７では、右側半分の電極３３aと電極３３の間に電圧が印加され、一方
、左側半分の電極３３ｂと電極３３の間には電圧が印加されていない状態が示されている
。液晶分子３４は、細長い分子構造を持ち、ホモジニアス配向されている。すなわち、２
枚の基板２１、２２に挟まれた液晶分子３４は、その長軸方向がお互いに平行となり、か
つ、基板２１、２２と液晶層の界面と平行に並んでいる。液晶分子３４は、その長軸方向
における屈折率と長軸方向に直交する方向における屈折率とが異なり、一般に、液晶分子
３４の長軸方向に平行な偏光成分（異常光線）に対する屈折率ｎｅは、液晶分子の短軸方
向に平行な偏光成分（常光線）に対する屈折率ｎｏよりも高い。そのため、液晶分子３４
をホモジニアス配向させた位相変調素子１１は、１軸性の複屈折素子として振舞う。
【００４８】
　液晶分子は、誘電率異方性を持ち、一般に液晶分子長軸が電界方向に倣う方向に力が働
く。つまり、図７で示したように、液晶分子を挟む２枚の基板に設けられた電極間に電圧
が印加されると、液晶分子の長軸方向は、基板に平行な状態から、電圧に応じて基板の表
面に直交する方向に傾いてくる。このとき、液晶分子長軸に平行な偏光成分の光束を考え
ると、液晶分子の屈折率ｎψは、ｎo≦ｎψ≦ｎe（ｎoは常光の屈折率、ｎeは異常光の屈
折率）となる。そのため、液晶層の厚さがｄであると、液晶層のうち、電圧が印加された
領域と印加されていない領域を通る光束の間に、光路長差Δｎｄ（＝ｎψｄ－ｎoｄ)が生
じる。位相差は、２πΔｎｄ／λとなる。なお、λは、液晶層に入射する光束の波長であ
る。
【００４９】
　次に、液晶素子として構成された位相変調素子１１を透過する光束に所望の位相分布を
与える方法について詳細に述べる。まずは、表示したい位相変調プロファイルを決めて、
それを等位相間隔で分割し、各輪帯電極に印加する電圧を決定する。
　図８は、位相変調プロファイルに合わせた電圧印加状態を決める様子を示した図である
。上側が示された曲線８００は、光軸を通る面に対応する位相変調プロファイルの断面図
を表し、下側には、位相変調プロファイルに合わせて印加電圧値を決定した輪帯電極８１
０を示す。図中の太線が輪帯電極間のスペースを示しており、引き出し電極等は、簡略化
して図示していない。位相変調素子１１が透過する光束に与える位相変調量と印加電圧の
特性がほぼリニアな電圧範囲内で、隣接する輪帯電極間の電圧差が同一ステップとなるよ
うに、制御回路１２が各輪帯電極に電圧を印加することで、位相変調デバイス３は、所望
の位相分布の量子化したプロファイルを表示することができる。
【００５０】
　隣接する輪帯電極間の電圧の差が同一ステップとなるように、各輪帯電極に電圧を印加
するために、位相変調プロファイルから、位相変調量が最大となる位置及び最小となる位
置に対応する輪帯電極が決定される。そして制御回路１２が、最大位相変調量となる印加
電圧と最低相変調量となる印加電圧を、それぞれに対応する輪帯電極に加える。また、複
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数の輪帯電極は、それぞれ隣接する輪帯電極間を同一の電気抵抗を持つ電極（抵抗子）に
よって接続されているため、抵抗分割により隣接する輪帯電極間の電圧差は同一ステップ
となる。また、このように印加電圧を制御することで、各輪帯電極に印加する電圧を独立
に制御する際の回路よりも、制御回路１２を単純な構成とすることができるというメリッ
トがある。
【００５１】
　図９Ａと図９Ｂは、位相変調デバイス３がｎ個の輪帯電極を有する場合の、各輪帯電極
と印加される電圧との関係を示す図である。中心電極を輪帯電極１、最外周の輪帯電極を
輪帯電極ｎ、最大電圧を印加する輪帯電極を輪帯電極ｍとする。
【００５２】
　図９Ａは、２レベル駆動の場合に制御回路１２が電圧を印加する輪帯電極を示す。中心
の輪帯電極１番目と最外周の輪帯電極ｎ番目に同一の電圧Ｖ１が、輪帯電極ｍ番目に電圧
Ｖ２が印加される。発生した波面収差の位相分布における中心及び端部の位相変調量が等
しくなるように、デフォーカス値を選ぶことで、中心電極での位相変調量と最外周電極で
の位相変調量が一致する。その結果として、中心電極に印加される電圧が最外周の輪帯電
極ｎに印加される電圧値と同一となる。また、このように電圧を印加すれば、ＰＶ値を最
小にすることができる。このように、２レベル駆動の例では、印加される電圧Ｖ１とＶ２
の差で、位相変調プロファイルの相対比を変えずに位相変調量の振幅が可変される。また
、この駆動方法では、制御回路１２が輪帯電極に直接印加する電圧値のレベルが２種類と
少なくてすむが、位相変調プロファイルが単一の形状に固定されてしまうという特徴があ
る。
【００５３】
　これに対して、図９Ｂは、３レベル駆動の場合に制御回路が電圧を印加する輪帯電極を
示す。各輪帯電極の電圧が抵抗分割で決定される点は、２レベル駆動の場合における各輪
帯電極の電圧の決定方法と同じである。ただし、この構成では、最外周の輪帯電極ｎ番目
に制御回路１２から与えられる電圧Ｖ３は、輪帯電極１番目に与えられる電圧Ｖ１とは異
なってもよい。このように、最外周の輪帯電極ｎ番目にも任意の位相変調量が発生するよ
うに、中心電極と最外周の電極に独立に電圧を印加することで、開口数ＮＡの異なる対物
レンズが用いられた場合でも、位相変調デバイス３は、開口数ＮＡに応じた位相変調プロ
ファイルを表示し、収差を高精度に補償することができる。このように、３レベル駆動を
用いることで、位相変調素子１１に表される位相変調プロファイルの自由度が広がり、上
述のように、位相変調デバイス３は、同一瞳径の開口数ＮＡの異なる対物レンズに対応す
ることができる。また、３レベル駆動を用いることで、同一開口数ＮＡで、異なる瞳径へ
の位相変調プロファイルの近似等、位相変調プロファイルの形状を柔軟に変えることがで
き、位相変調デバイス３は、より残留収差の少なくなるような収差補償をすることが可能
となる。
【００５４】
　次に、開口数ＮＡが異なる複数の対物レンズに対応して、位相変調デバイス３が表示す
る位相変調プロファイルを可変する方法について詳細に説明する。
　最初に開口数ＮＡによって発生する球面収差の定量的な検討を行い、開口数ＮＡごとの
それぞれの最適な位相変調プロファイルを求める。開口数ＮＡが１．２の場合の、３次の
球面収差係数Ｚ13と５次の球面収差係数Ｚ25には、概ね２．４対１の関係がある。
【００５５】
　図１０Ａは、レーザ顕微鏡の対物レンズの開口数ＮＡが１．１５～１．２７の範囲に含
まれ、かつ、対物レンズが水浸用である場合、開口数ＮＡとZ13とZ25の比(Z25/Z13)の関
係を表す図である。直線１０００は、開口数ＮＡと比(Z25/Z13)の関係の近似直線である
。また図１０Ｂは、水浸用の対物レンズについて、レーザ顕微鏡の対物レンズの開口数Ｎ
Ａの範囲を１．０５～１．２７にまで拡げた場合における、開口数ＮＡとZ13とZ25の比(Z

25/Z13)の関係を表す図である。直線１００１は、開口数ＮＡと比(Z25/Z13)の関係の近似
直線である。さらに、図１０Ｃは、レーザ顕微鏡の対物レンズの開口数ＮＡが０．７５～
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25の比(Z25/Z13)の関係を表す図である。直線１００２は、開口数ＮＡと比(Z25/Z13)の関
係の近似直線である。なお、図１０Ａ～図１０Ｃにおいて、横軸は開口数ＮＡを表し、縦
軸は、比(Z25/Z13)を表す。
【００５６】
　曲線１０００～１００２は、それぞれ、下記の数式（１）～（３）で表される。
【数４】

　発生する球面収差を補償する位相分布は、上述した比でのそれぞれの収差の線形和とす
ることが好ましい。
【００５７】
　光学撮像系の性能を表す指数の一つに、ストレールレシオ (Strehl ratio)がある。ス
トレールレシオは、ある光学系における点光源からの光の撮像面におけるピーク輝度と、
回折限界光学系におけるピーク輝度の比であり、１に近いほど結像性能の高い光学系とい
われる。一般に、ストレールレシオが0.8以上であれば、残存収差による結像性能への影
響を無視することができる（例えば、岸川利郎著、「ユーザエンジニアのための光学入門
」、オプトロニクス社、P.198を参照）。ストレールレシオと波面収差（σ、ＲＭＳ値）
には、下記の数式（４）に示される関係がある。また、波面収差（ＲＭＳ値）とそれぞれ
の波面収差係数の関係は、数式（５）で表される。ここで、波面収差係数は、ｒａｄ単位
で表した値としている。
【００５８】
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【数５】

【００５９】
　したがって、例えば開口数ＮＡが、１．２の水浸用対物レンズにおいて、Ａ13の３次球
面収差が発生したとすると、５次球面収差は、０．４５Ａ13だけ発生すると考えられる。
このとき、５次球面収差の値をｘだけずれた状態で収差補正を行ったとすると、５次の収
差として、数式（５）より、（ｘ・Ａ13）／(７１/２）(ＲＭＳ値）が残存する。
　上記のように、ストレールレシオが０．８以上であれば、残存収差の結像性能への影響
を無視できるので、ストレールレシオの許容値を０．８とすると、ずれ量ｘの最大値は、
数式（６）で表される。よって、開口数ＮＡの違いを考慮すると、比(A25/A13)は、以下
の数式で表される関係を満たすことが好ましい。

【数６】

【００６０】
　一例として、カバーガラスの有無にかかわらずに試料を観察できるという条件において
、ストレールレシオ０．８を満たすｘの範囲を検討する。
　ここでカバーガラスの有無により発生する球面収差は、一般的なカバーガラスの厚さが
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０．１７ｍｍであることから、３次球面収差係数で５．２程度となる。ニュートラルな位
置から、位相変調デバイス３は、上記の収差を補正できることが好ましいので、レンジで
１０程度の補正量が必要である。上記の数式（６）より、例えば波長４８８ｎｍのときに
、ｘの値は、０．２３弱となり、３次の球面収差に対する５次の球面収差の比は、０．４
２±０．２３程度が好ましい。
【００６１】
　以上により、対物レンズの開口数ＮＡで発生する位相分布をZernike多項式で分解した
とき、3次球面収差と5次球面収差の成分の比をA：Bとすると、開口数ＮＡとＢ／Ａの関係
は、以下の数式で表すことができる。
【００６２】
【数７】

【００６３】
　また、実際の対物レンズは、瞳径、開口数ＮＡともに多種多様である。よって、瞳径及
び開口数ＮＡの様々な組み合わせのそれぞれに対応して位相変調プロファイルを作成する
ことが好ましい。この場合には、位相変調素子１１の液晶層を駆動するための電極の構成
は、瞳径及び開口数ＮＡによらずに共通化されることが好ましい。そして制御回路１２が
各輪帯電極に任意の電圧を印加できるように、各輪帯電極同士は絶縁されることが好まし
い。これにより、制御回路１２が、各輪帯電極に印加する電圧を独立に制御することによ
って位相変調素子１１に瞳径及び開口数ＮＡに応じた位相変調プロファイルを表示させる
ことができる。
【００６４】
　対物レンズの開口数ＮＡの違いによる収差位相分布の違いを図１１Ａ、図１１Ｂ、図１
１Ｃに図示する。図１１Ａに示される曲線１１００、図１１Ｂに示される曲線１１０１、
図１１Ｃに示される曲線１１０２は、それぞれ、開口数ＮＡが１．０、１．２、０．８の
場合の複合収差の位相分布を示している。なお、図１１Ａ～図１１Ｃにおいて、縦軸は位
相差の正の最大値を「１」として位相差を正規化した値を表し、横軸は有効径の最大値を
「１」として有効径を正規化した値を表す。
【００６５】
　ここで、デフォーカス値は、それぞれの開口数ＮＡに対して同一としている。このよう
に、収差の位相分布が対物レンズによって異なる場合には、制御回路１２は、様々な位相
変調プロファイルを再現できるように、各輪帯電極に印加する電圧を、前述した図９Ｂに
示されるような３レベル駆動によって制御する。対物レンズを交換する度に、収差の位相
分布がキャンセルされるよう、輪帯電極１、輪帯電極ｍ、輪帯電極ｎに印加する電圧Ｖ１
、Ｖ２、Ｖ３の比が予め求められる。なお、制御回路１２が有する記憶部に、対物レンズ
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の瞳径及び開口数ＮＡと対応づけて、各電圧間の比が予め記憶されてもよい。そして制御
回路１２は、記憶部から、対物レンズに応じた電圧Ｖ１、Ｖ２、Ｖ３の比を読み込み、そ
の比に応じて各輪帯電極に印加する電圧を決定してもよい。なお、最終的な電圧の調整（
電圧Ｖ１、Ｖ２、Ｖ３）は、例えば、ユーザが像を見ながら、図示しないユーザインター
フェースを介して手動で行ってもよく、もしくは、制御回路１２が、像から得られるコン
トラスト等の情報をフィードバックしながら、コントラストが最大になるように、自動で
設定してもよい。
【００６６】
　以上、２レベル駆動と３レベル駆動の例を説明したが、本発明は、これに限定されるも
のではない。例えば、電圧レベル数は多くなるが、個々の輪帯電極にそれぞれ異なる電圧
が印加できるように各輪帯電極に配線を施してもよい。その場合には、対物レンズが変更
されても、制御回路は、位相変調素子１１に対物レンズに応じた最適な位相変調プロファ
イルを表示させることができ、その結果として、レーザ顕微鏡１は、良好な画像を得るこ
とができる。
【００６７】
　また、前述したように、位相差は、液晶層に入射する光の波長に依存する。一般的なレ
ーザ顕微鏡のレーザ光源１は、レーザ光の複数の波長のなかから選択された波長のレーザ
光を照射することができる。しかしながら、使用するレーザ光の波長によって、必要な位
相変調量が異なるため、位相変調デバイス３の制御回路１２は、位相変調素子１１による
位相変調量を補正することが必要となる。制御回路は、波長の違いによる位相変調量のず
れを、位相変調デバイス３の液晶層に印加する電圧を変化させることで補正することがで
きる。さらに、制御回路１２は、温度変化等による位相変調量のずれも、位相変調素子１
１の液晶層に印加する電圧を調整することでキャンセルすることができる。
【００６８】
　ここで、レーザ光の波長の違いによる最適な位相変調量を得る方法について説明する。
図１２に示される曲線１２００は、上述した実施例における位相変調デバイス３の液晶層
に封入された液晶の波長分散特性を示している。横軸は波長を表し、縦軸は位相変調デバ
イス３の位相差（Δｎｄ）を、５５０ｎｍ時の位相差の値が１となるよう正規化した値を
示している。曲線１２００に示されるように、例えば４８８ｎｍのレーザ光では、波長分
散の度合いは１．０５７であり、４０５ｎｍのレーザ光では、波長分散の度合いは１．２
００となる。これは、液晶層の厚さｄが一定値であるため、Δｎ（＝ｎe－ｎo）が、レー
ザ光の波長により異なることを示している。したがって、図１に図示した同じ試料５の同
じ位置を観察しても、使用するレーザ光源１の波長によって、最適な位相変調プロファイ
ルは異なる。そこで、位相変調素子１１が、最適な位相変調プロファイルを透過する光束
に与えるには、その波長に最適な、波長分散の度合いをパラメーターとして、位相変調プ
ロファイルの算出式に加味して、位相変調プロファイルを最適化することが好ましい。
【００６９】
　具体的には、使用するレーザ光源１の波長をパラメーターとして位相変調プロファイル
の作成に用いることが必要である。つまり、前述のように作成した位相変調プロファイル
に、図１２で図示したように波長分散の度合いを係数として乗じれば、レーザ光源からの
レーザ光の波長を考慮した最適化された位相変調プロファイルが得られる。そして、制御
回路１２は、最適化された位相変調プロファイルに基づいて、位相変調素子１１の各電極
に印加する電圧を調整すればよい。
【００７０】
　また、上記の実施形態では、位相変調デバイスの位相変調素子として液晶素子を用いた
が、位相変調素子は、液晶素子に限られない。例えば、ポッケルス効果に代表される電気
光学効果を持つ光学結晶素子を、位相変調素子として用いることもできる。この場合にも
、液晶素子が利用される場合と同様に、光軸を中心とする複数の輪帯電極が、平板上の光
学結晶素子の一方の面に取り付けられ、光学結晶素子の他方の面には、その面全体を覆う
ように電極が取り付けられる。各電極は、上記の実施形態と同様に、透明電極とすること
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が好ましい。この変形例でも、上記の実施形態と同様に、制御回路は、各輪帯電極に印加
する電圧を調節することで、対物レンズを含む光学系の収差を補正する位相変調プロファ
イルを光学結晶素子に表示させ、光学結晶素子を透過する光束にその位相変調プロファイ
ルに応じた位相分布を与えることができる。
　また他の変形例では、反射型になるというデメリットはあるが、デフォーマブルミラー
を、位相変調素子として用いてもよい。この場合には、デフォーマブルミラーに、光軸を
中心とする複数の輪帯電極が取り付けられる。そして制御回路は、各輪帯電極に印加する
電圧を調節することで、対物レンズを含む光学系の収差を補正する位相変調プロファイル
をデフォーマブルミラーで表し、デフォーマブルミラーにより反射される光束に、その位
相変調プロファイルに応じた位相分布を与えることができる。
【００７１】
　また、以上の実施例では、レーザ顕微鏡を例に説明したが、本発明の位相変調デバイス
はこれに限定して用いられるものではない。本発明は対物レンズを備え、コヒーレント光
源を採用する光学機器であれば、いずれにも用いることが可能であり、例えば、光干渉断
層計（OCT:Optical Coherence Tomography）等にも適用できる。
【００７２】
　以上のように、当業者は、本発明の範囲内で、実施される形態に合わせて様々な変更を
行うことができる。
【符号の説明】
【００７３】
　１　　レーザ光源
　２　　コリメート光学系
　３　　位相変調デバイス
　４　　対物レンズ
　５　　試料
　６　　ビームスプリッター
　７　　コンフォーカル光学系
　８　　共焦点ピンホール
　９　　検出器
　１１　　位相変調素子
　１２　　制御回路
　２１、２２　　透明基板
　２３　　シール
　３３　　透明電極
　３４　　液晶分子
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